
【報告事項】
④ 子どもに係る国民健康保険税均等割額の減額措置について

　「全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律」が令和３年６月１１日に、

また、同法の施行に伴う関係政令が令和３年９月１０日に公布され、子どもに係る国民健康保険料等の均等割額の

減額等の改正を含む地方税法の改正が令和４年４月１日に施行されることになりました。

　これに伴い、当市の国民健康保険税条例についても、子ども（未就学児）に係る被保険者均等割額を減額する

見直しを行います。

○見直しの概要

◎ 対象：全世帯の未就学児（６歳に達する日以後の最初の３月３１日以前である被保険者）
◎ 内容：当該未就学児に係る均等割保険料について、その5割を公費により軽減
◎ 国・地方の負担割合：国　1/2、都道府県　1/4、市町村　1/4
◎ 施行時期：令和４年４月

低所得世帯に対する 均等割額 均等割賦課額
軽減措置

34,000円（医療保険分27,000円+後期高齢者支援金分7,000円）
　　　５割 →子どもに係る軽減後　17,000円

対象外 ・・・

2割軽減 34,000円
→2割軽減後　27,200円

・・・ →子どもに係る軽減後　13,600円

34,000円
　　　5割軽減 →5割軽減後　17,000円

・・・ →子どもに係る軽減後　8,500円

34,000円
　　7割軽減 →7割軽減後　10,200円

・・・ →子どもに係る軽減後　5,100円

2割軽減
対象者

5割軽減
対象者

7割軽減
対象者

5割

5割

5割

軽減額

17,000円/未就学児

軽減額

20,400円/未就学児

軽減額

25,500円/未就学児

軽減額

28,900円/未就学児

資料２




